
技術評価センター ＜ＣＴＡ＞ 
 

 

1. はじめに 
 

技術評価情報センター（以下、CTA）は、研究・開発、試作、商品化及び販売などがステージ毎

に審査・調査、企画並びにコンサルティングなどにより支援活動を実施することを目的に平成 7 年

10 月に設置いたしました。 

技術の「評価」はテーマ毎に時間と費用が異なり依頼者側から見ると不明瞭ともいえるものでした。

利用者ニーズを徹底的に調査したうえ、本会事業運営で培ってまいりましたシステムを融合化させる

ことにより、「明瞭な費用」、「具体的な期間」、「利便性と効率化」を実現した「評価システム」（従来

にないパッケージ化）を構築いたしました。 

技術評価のパッケージング化により、サポート側である金融機関はじめ地公体（地方自治体並び

にベンチャー財団、大学・研究機関等々）、支援を希望するベンチャー企業、製造業、サービス業

等々共に投資・融資の機会拡大の発展に寄与してまいりました。従来の有担保物件を対象とした

物から、知的財産やサービス業に代表されるビジネスモデルへの投資・融資の判断基準への利用

機会が広がりました。「技術評価システム」は大手調査会社や地公体、投資融資の審査を行う法人

へ広く採用され「デファクトスタンダード」になっております。 

 

 

2. 中立公正な技術評価のために 
 

技術評価結果は、評価の対象となる事業法人や個人、投資・融資を検討する企業や機関などの

事業計画に大きな影響を与えます。このため技術評価機関は、評価者に高度な専門性を求めるだ

けではなく、評価対象者や融資機関などに対して中立と公正であることを求めなくてはなりません。

また、関係者全員が守秘義務を果たすことが不可欠です。更に、これらを検証する手立ても講じて

おくことが必要です。 

当協会では、評価者として技術士や博士、中小企業診断士、経営士、建築士などの専門的知

識と豊富な経験を持った個人会員を主体に、評価課題に適した人材を選任します。理系と文系の

幅広い人材を抱え、広い分野を担当することができます。 

情報の秘匿性の確保については、「個人情報保護規則」を制定し、評価案件を本規則の対象と

しています。これに基づいて「技術評価等における顧客情報管理細則」を定め、評価案件を取り扱

える者の制限や利用するパソコンのソフトウェア環境、ネットワーク環境、情報の持ち運びの制限など、



具体的な管理・作業手法を定めています。その状況と結果は、毎年度末に「顧客情報管理状況 

監事報告」を作成し監事に提出、社内監査を受けています。 

技術評価者の中立性と公正性の担保については、協会内部に常設の評価委員会を設け、評価

案件ごとに評価者との意見交換をすることで、併せて、成果品の品質の向上に努めています。 

 

 

3. 技術評価情報センターの組織と役割  
 

 技術評価情報センターは担当理事の下に、以下の１委員会と２室で構成され、これらがタイアップ

して蓄積した現場の生の情報を生かして、技術評価から事業実現までをワンストップ・ショップとして

支援できる体制を持っています。 

(1) 技術情報調査企画室   

技術情報の収集・整理・分析・評価、市場調査・整理・分析・評価、技術評価・事業評価   

(2) 事業基盤整備支援室   

新技術・事業の事業化調査・分析・評価、知財化支援、マッチング･技術移転支援、公的助成

の取得支援、販路開拓、 地域事業の運営体組織化支援など  

(3) 評価委員会（担当理事、他 3 名）  

技術・事業評価／調査の公正性と秘密保持確保、事業推進支援における公正性と秘密保持

確保などを通して業務品質のより高度化を図っています。  

 

 

4. 技術評価の分類  
 

CTA の「技術評価」は技術のステップごと、例えば、研究・開発、試作品、半製品・完成品、商品

化などのほか、技術開発に伴う技術提携、各種市場調査・経営戦略等の段階などに行うことが可

能なシステムとなっております。技術評価を目的とせずに事業支援を求められるケースでは、簡易評

価に相当する技術評価を協会内部で行います。評価は表に示すように「フェーズ 0」から「フェーズ 

Ⅲ」までの 4 つのグレードで構成されております。 

z 「フェーズ 0」は、簡易評価で、提出された技術説明や事業概要・経営資料による調査・評価

診断です。 

z 「フェーズⅠ」は、技術評価事前打診書等を基にした書類による調査・評価 (診断)です。 

z 「フェーズⅡ」は、依頼先企業と、調査・評価委員との定期的な連携の下に進めます。 

z 「フェーズⅢ」に関しては、フェーズⅠ、同Ⅱにて抽出された課題をクリアする具体策を構築しな

がら事業プランの具現化に向けてコンサルテーションを展開します。 



 

項目  評価・調査内容  評価期間  

フェーズ 0 簡易評価  2～3 週間  

フェーズ  Ⅰ 技術力の概要評価  4～6 週間  

フェーズ  Ⅱ 実用化への課題抽出と調査  3～6 ヶ月間  

フェーズ  Ⅲ 戦略・企画立案  6 ヶ月～1 年間  

 

なお、本技術評価は、「技術評価」を依頼された企業に対する判断材料（＝技術評価情報）を提

供する中立的機関でありますので、投資・融資の成否に関する責任を負うものではありません。 

 

 

5. 分類の概要  
 

CTA の技術評価はフェーズ 0、Ⅰのステップに「新規性、実現可能性、市場性」の各項目毎に評

価点を下し、さらに、「A～E」の 5 段階で診断結果を表記しています。 さらに、技術評価内容を基

に各種市場調査並びに、経営戦略の立案企画、コンサルテーションを行っております。 

z フェーズ 0 ＝ 簡易評価  

新規性はじめ、実現可能性、市場性の各大項目を評価し、5 段階での評価点を解りやすいレ

ーダーチャートにて表記します。評価概要はフェーズ I を参照ください。  

z フェーズ Ⅰ ＝ 詳細評価   

評価対象技術の新規性・優位性、市場ニーズ適合性及び、市場における技術の位置付け、

市場規模概要などを記載されるほか、実用化の見通しと将来性を総合的に評価・診断いたし

ます。具体的には、新規性では、①技術の競争力、②技術の優位性をポイントに審査します。

特許により保護されているか、他社から知的所有権侵害のクレームの可能性、類似技術との競

争力など。実現可能性は、①技術の完成度、②製品・商品化への課題克服を必要とするか、

否かなどを判定します。市場性については、①市場規模、いわゆる新技術と既存・類似製品の

対象となる市場、用途開発など解説します。②需要の安定性では、潜在的あるいは顕在化さ

れた需要動向を判断します。③成長率は、対象技術(製品・商品等 )を含めた市場の短中期的

な成長率を予測します。このほか市場へ参入するにあったてのアドバイスがコメントされます。  

z フェーズ Ⅱ ＝ 事業化調査   

技術並びに技術関係を対象に各種調査、市場調査を実施し、市場参入を明確化します。ここ

での評価は、フェーズ 0、Ⅰでの技術評価結果を踏まえての実用化への課題抽出と前提条件

調査を行います。費用と時間を効率的に行うことをお考えでしたら「技術評価と、市場調査」を

組合せての実施を提案しております。 



これまでの具体例では、 

① 新技術(試作品から製品化、商品を対象とする)の市場投入を想定した各種市場調査  

② 新技術を基にした技術提携、ライセンス契約等々の可能性調査  

③ 新技術を中心とした企業買収・合併(Ｍ＆Ａ)のための、技術評価プラス、調査  

z フェーズ Ⅲ ＝ 事業化支援  

新技術を中心にした事業化・企業化等々にむけての企画・戦略はじめ、マーケティング、コンサ

ルテーションを実現します。  

 

 

6. 評価基準と診断結果  
 

CTA では「新技術(応用開発を含む)」を資産評価と同位置である社会的基準軸とするにあたり、

次のような基準と評価体制を設けて業務の推進を実施しております。 

CTA が行う「技術評価」と、一般的な性能評価とは下記の基準で異なるといえます。CTA が行う

技術評価は、具体的には次の各評価基準をもとに行っております。 

 

  評価項目  

1 新規性  技術の競争力、技術の優位性  

2 実現可能性  技術の信頼性、技術の確立度  

3 市場性  市場規模、需要の安定性、技術の寿命、市場の成長  

4 総合所見  

 

評価は新規性をはじめ、実現可能性、市場性の各項目を定量的に診断したものを、総合所見に

て定性的に審査し A～E を決定します。3 つの基準から総合的に審査したうえで、総合所見を下し

たものをさらに、  「技術評価委員会」で審議、評価を決定します。評価の診断結果は下記のように

表記します。 

 

表示  評価結果  

A 新規性、実現可能性、市場性において極めて優れた技術である 

B 新規性、実現可能性、市場性においてかなり優れた技術である 

C 新規性、実現可能性、市場性のいずれかにおいて優れた技術である 

D 新規性、実現可能性、市場性のいずれにおいても並みの技術である 

E 新規性、実現可能性、市場性のいずれも並以下の技術である 



 

 

7. 技術評価の対象分野  
 

国内外を問わず日々、研究開発技術は高度化を究めるなか機械、素材など単一な技術の組合

わせによる製品・商品開発が減少し、技術の複合化が進んでいることから評価技術については、下

記の 12 分野を対象にしております。 

 

 分野名  

1 エレクトロニクス 

2 バイオテクノロジー 

3 メカトロニクス 

4 材料／素材  

5 化学／薬品  

6 情報通信  

7 マルチメディア 

8 ソフトウェア 

9 エネルギー／資源／環境  

10 建築／土木  

11 交通・医学／医療  

12 その他  

 

 

問合せ先： 
社団法人日本工業技術振興協会  技術評価センター（CTA） 

担当：奥住  

メール： cta@jttas.or.jp 

電話： 03-3597-7888 

FAX： 03-3597-7889 

 

 


